
  

第１号様式 

令和４年２月２日 

 

公募型見積合わせ公告 

 

 

国立大学法人大阪大学において、次のとおり公募型見積合わせ方式に付します。 

 

１．調達内容 

（１）調達番号 財契１０４ 

（２）請負の表示 大阪大学豊中地区特別管理産業廃棄物（廃油）搬出処理業務 一式 

 （別紙仕様書のとおり） 

（３）請負期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

（４）請負場所 別紙仕様書のとおり 

 

２．見積参加資格 

（１）国立大学法人大阪大学契約規則第７条及び第８条の規定に該当しない者であること。 

（２）大阪府知事、積替保管場所の行政庁の長（積替保管を行う場合）及び処分地の行政庁の長

より特別管理産業廃棄物（廃油）収集運搬業の許可及び処分地の行政庁の長より特別管理

産業廃棄物（廃油）処分業の許可を受けた者であること。 

（３）本学と取引実績のある者であること。 

（４）その他本学経理責任者が適当と認めた者。 

 

３．見積書の提出場所等 

（１）見積書の提出場所、契約条項を示す場所、国立大学法人大阪大学公募型見積合わせ方式参

加者心得の交付場所及び問合せ先 

〒５６５－０８７１ 大阪府吹田市山田丘１－１ 

国立大学法人大阪大学 財務部契約課 役務係 

電話 ０６－６１０５－６２３７ 

（２）国立大学法人大阪大学公募型見積合わせ方式参加者心得の入手方法 

本公告の日から上記３（１）の交付場所にて交付する。また、インターネットにより本

学ホームページにアクセスし、参加者心得を出力することもできる。 

（３）見積書提出期限 

令和４年２月１０日（木） １７時１５分 

 

４．その他 

（１）契約保証金 免除 

（２）契約書作成の要否 要 

（３）その他詳細は、国立大学法人大阪大学が定めた「国立大学法人大阪大学公募型見積合わせ

方式参加者心得」による。 

 



  

第２号様式 

 

 

見 積 書 

 

 

調 達 番 号 ： 財契１０４ 

 

請負の表示 ： 大阪大学豊中地区特別管理産業廃棄物（廃油）搬出処理業務 一式 

 

見 積 金 額 

区分 単価 年間予定数量 年間見積金額 

廃油１８Ｌ缶 円／缶 １，９１６缶 円 

 

 

国立大学法人大阪大学が定めた製造請負契約基準を熟知し、公募型見積合わせ方式参加者心

得を承諾の上、上記の金額によって見積します。 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

国立大学法人大阪大学  殿 

 

 

住 所 

会 社 名 

氏 名 ［印］ 

電話番号 

 

 

 

※ 見積金額は、消費税額及び地方消費税額を除くこと。 

※ 見積書の日付は、提出日とすること。 

※ 収集運搬業者と処理業者が異なる場合、見積書等は収集運搬業者、処理業者のどちらか一方

が一括して提出すること。なお、その際は別紙の委任状及び引受保証書も併せて提出するこ

と。 

※ 本学が見積公告【２．見積参加資格（２）】に示した資格について、それを有しているかど

うかを証明するための書類を見積書に添付すること。 
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仕 様 書 

 

 

請負の表示 大阪大学豊中地区特別管理産業廃棄物（廃油）搬出処理業務 一式 

  

請負の期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

 

１．受注者は、特別管理産業廃棄物（廃油）搬出処理を、本仕様書及び「廃棄物の処理

及び清掃に関する法律」（以下「法」という。）並びに関係法令に従って実施するも

のとする。 

 

２．収集運搬業者は、大阪府知事、積替保管場所の行政庁の長（積替保管を行う場合）及

び処分地の行政庁の長より特別管理産業廃棄物（廃油）収集運搬業の許可を受けた者と

する。 

 

３．中間処理業者は、処分地の行政庁の長より特別管理産業廃棄物（廃油）処分業の許

可を受けた者とする。 

 

４．収集運搬業者は、大阪府知事、積替保管場所の行政庁の長（積替保管を行う場合）

及び処分地の行政庁の長が許可した「特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証」の写し

を発注者に提出するものとする。 

 

５．中間処理業者は、処分地の行政庁の長が許可した「特別管理産業廃棄物処分業許可

証」の写しを発注者に提出するものとする。 

 

６．特別管理産業廃棄物（廃油）の予定数量 

区 分 容 器 予定数量 対 象 成 分 

 

 

廃 油 

 

 

１８Ｌ缶 

 

 

令和４年度 

１，９１６缶 

（月別等詳細は 

別紙１のとおり） 

メタノール、エタノール、アセトン、

ベンゼン、トルエン、キシレン、ヘキ

サン、酢酸エチル、エーテル、機械

油、ジクロロメタン、トリクロロエチ

レン、クロロホルム、四塩化炭素等 

註）本学では学内で定められた基準により、特殊引火物廃油、極性廃油、非極性

廃油、ハロゲン系廃油、含水有機廃液に分別貯留区分しているが、特殊引火物

廃油、極性廃油，非極性廃油、含水有機廃液には極少量のハロゲンが混ざって

いる。 

 

７．処分方法は、焼却処分とする。 
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８．特別管理産業廃棄物（廃油）の収集作業は、別図で示す国立大学法人大阪大学理学研

究科（豊中市待兼山町１－１）、基礎工学研究科（豊中市待兼山町１－３）及び全学教

育推進機構（豊中市待兼山町１－１６）の保管場所において行うものとする。 

 

９．特別管理産業廃棄物（廃油）の収集運搬は、本学係員が指定する日（各搬出場所毎

に月１回以上）に行うものとする。キャップ等容器からの漏れの確認及び保管場所か

ら運搬車への積み荷作業は受注者が行うものとする。 

 

10．収集運搬業者及び中間処理業者は、法第１２条の５第１項の規定により電子情報処

理組織使用事業者が使用する電子情報処理組織（以下「電子マニフェストシステム」

という。）に加入しているものとし、それを証するものとして、公益財団法人日本産

業廃棄物処理振興センターの発行する電子マニフェストシステムの加入証の写しを発

注者に提出するものとする。 

 

11．発注者は、電子マニフェストシステムにより収集作業前に必要事項の予約登録を行 

うものとする。 

 

12．収集運搬業者は、電子マニフェストより印刷した受渡確認票を作業当日に用意し、

各部局立会者と数量確認を行ったうえで数量を記入し、検査職員の補助者（別紙２参

照）に提出するものとする。 

 

13．発注者は、廃棄物の引渡し後、原則当日中に予約登録を電子マニフェストシステム

により、本登録を行うものとする。その後、収集運搬業者は、廃棄物の引渡しを受け

てから３日以内に数量の修正を行い、さらに、運搬終了日から３日以内に運搬終了報

告を行うものとする。中間処理業者は電子マニフェストシステムにより、中間処理終

了後３日以内に中間処理終了報告を、最終処分業者から最終処分終了報告を受けた後

３日以内に最終処分終了報告を行うものとする。但し、土・日曜日・祝日・年末年始

（１２月２９日から１月３日）、廃棄物の引渡し日、運搬終了日、中間処理終了日及

び最終処分業者から最終処分終了報告を受けた日は報告期限に含まないものとする。 

なお、発注者から書面による業務完了報告書の提出を求められた際にはこれに速や

かに応じるものとする。 

 

14．業務は、電子マニフェストシステムにて、中間処理終了報告の通知をもって完了と

する。 

  なお、運搬終了報告と中間処理終了報告については、マニフェスト情報を登録した

日から９０日（特別管理産業廃棄物の場合は６０日）以内に行うものとする。ただ

し、令和５年３月３１日を超えてはならないものとする。 

 

15．受注者は、最終処分終了報告については、マニフェスト情報を登録した日から１８

０日以内に完了するものとする。 

 

16．その他詳細については、本学係員との協議によるものとする。 
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（別紙１） 

 

６．特別管理産業廃棄物（廃油）の月別の分別貯留区分別予定数量 

 

 

 

 

※上記表中の分別貯留区分の表記 

 極性・・・極性廃油 

 非極性・・非極性廃油 

 含水・・・含水有機廃液 

 含ハロ・・ハロゲン系廃油 

 特引・・・特殊引火物廃油 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計 極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計 極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計

40 52 63 39 1 195 1 1 2 2 0 6 10 7 30 22 0 69

極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計 極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計 極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計

50 38 69 47 2 206 35 37 74 39 0 185 32 41 68 44 0 185

極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計 極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計 極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計

33 30 69 39 0 171 41 37 101 46 2 227 42 37 98 50 1 228

極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計 極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計 極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計

34 24 66 32 1 157 26 28 55 20 0 129 34 31 64 29 0 158

極性 非極性 含水 含ハロ 特引 小計

378 363 759 409 7 1916

年間合計

R4.10月 R4.11月 R4.12月

R5.1月 R5.2月 R5.3月

R4.4月 R4.5月 R4.6月

R4.7月 R4.8月 R4.9月
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（別紙２） 

検査職員の補助者及び担当係一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部局名 住所 検査職員の補助者 担当係 

大学院理学研究科 豊中市待兼山町 1-1 契約係長 契約係 

大学院基礎工学研究科 豊中市待兼山町 1-3 契約係長 契約係 

全学教育推進機構 豊中市待兼山町 1-16 会計第一係長 

 

会計第一係 
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別 紙 １

理学研究科特別管理産業廃棄物（廃油）収集場所

特別管理産業廃棄物（廃油）
収集場所
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府道大阪中央環状線

中国自動車道

池 田 市

箕 面市

市
道
豊
中
柴
原
線

豊 中 市

学校番号

434,618
２０１９年度

学　　　部　　　等　　　名 団地番号 団地名

豊中

容積率敷地面積 延べ面積

68,093

２００５０ ３００ ４００１００ ５００ｍ

全学教育推進機構・ｻｲﾊﾞｰﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ・科学教育研究機器ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ・低温ｾﾝﾀｰ・ﾗｼﾞｵｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合ｾﾝﾀｰ ０２９２

文学部・法学部・経済学部・理学部・基礎工学部・言語文化研究科・国際公共政策研究科・高等司法研究科

０

58.0 11,941
００１

作成年度

国立大学法人等施設実態報告　(様式２)

％

建築面積

㎡
大　　阪　　大　　学

配　　置　　図

㎡

学　　　校　　　名

16.0

％

251,776

所　　　在　　　地

大阪府豊中市待兼山町１－１

人㎡

全学生数

総合学術博物館・ｷｬﾝﾊﾟｽﾗｲﾌ健康支援ｾﾝﾀｰ・総合図書館・国際交流会館・待兼山修学館

建ぺい率

豊中団地　配置図　SCALE = 1:3,500

夏期主風向

Ｎ

風向

冬期主風向

芝原口門
●

正門

↑
至
・
千
里
中
央

柴原駅

●石橋門

→至・茨木

阪大下

176

公園

●

阪大前北

阪
急
箕
面
線

中央環状線

176

豊 中 団 地

中国自動車道中央環状線

（
阪
大
吹
田
キ
ャ
ン
パ
ス
方
面
）

住宅地

→
至
・
箕
面
駅

171

Ｎ171

中山池

豊中病院

柴原体育館

蛍池東4

→
至
・
梅
田
駅

半町

石橋駅

←
至
・
池
田
駅

案　内　図

←至・宝塚

大阪モノレール

乳母谷池

赤坂上

↓至・大阪国際空港

阪
急
宝
塚
線

大阪大学石橋団地

（平均地盤高さ TP56）

航空法第２条及び第４９条による規制区域

中山池及び待兼山周辺(池田市区域内)における風致地区の指定

最寄りの既設建物

石橋団地平均地盤高さ(TP56)

１）航空法による規制

（採点 TP12）

本団地の平均的な地盤高さはTP56.0であり、

地上から水平表面まで１ｍしかないため、

TP57.0（水平表面）以上の建物は申請手続

３）大阪府条例による指定

建物整備毎に大阪空港局と協議している。

大阪空港

キ ャ ン パ ス の 概 要

２）文化財保護法による指定

埋蔵文化財包蔵地(待兼山遺跡)

MAX(TP88.40)

半径4㎞ 水平表面(TP57)

きが必要。

一部区域を除き建築制限なし(TP12+45ｍ以下)

協議により建築可能(MAX ｲ号館 TP88.40)

水平表面(TP57)

大阪空港標点(TP12)

※大阪国際空港の中心から半径４㎞以内で

7,374㎡
H26 S7

Ｓ 56 R4 829㎡

3,105㎡

1,085㎡

S56 R2 150㎡

R4.S4 5,894㎡

H26 S2

S60 R2 1,447㎡

H4 R1 40㎡

Ｓ56 R1 140㎡

4,297㎡

H19 W1 60㎡

S8 R1 39㎡
2,280㎡

S10 W1 83㎡

S52,H24 R4,S4

Ｓ 56 R4 839㎡

H4 R5 3,071㎡

H8 S1 1 10㎡

R3-1 6 ,833㎡

S59 R3 1,575㎡

Ｓ56 R4 829㎡

S35－H12 R5-1 15,525㎡

S47-63 R3,

S46 B1 156㎡

H23 R2 40㎡

S39 R2 990㎡

S38 R1 423㎡

S57 R3 1,140㎡

6,816㎡

S40 R1 130㎡

H20 S1 11㎡

H6 R5

S35-42 R4 10,158㎡

H7 R7 3,118㎡

S59 R 1 24㎡

H20 S1 35㎡

H7 R2 1,020㎡

S31-H18 

S54 R2 324㎡

S59-H6 R4 2,139㎡

S35,47,56

H20 S1 24㎡

S52 S1 250㎡

S48 R2 102㎡

H19 S1 20㎡

S47  S1 131㎡

S48 W1 9㎡

S47 R6 3,468㎡

S54 R1 50㎡

S40 R1 54㎡

R5 4,237㎡

S47 R1 323㎡

S39-44 R1 205㎡

S55 R2 151㎡

S56 R2

S44 R3,S2 

H14 R7-1

H15 R7-1 9,937㎡

S39 R2 664㎡

S49 R1 88㎡

S59 S2 143㎡

S48 B1 6㎡

S51 R1 250㎡

S57 R2 528㎡

S57 R1 28㎡

S52 R5 3,209㎡

H4 R5 1,9 51㎡

S44 R1 125㎡

H10,H11 R6

S39-41

S38-S4 3 R5・S1 20,070㎡

H7 R6 3,969㎡

S39 R3 1,962㎡

Ｓ63  R2 1,760㎡

H11 SR7-1 6,376㎡

R5 1,201㎡

H5 R1 29㎡

S42 R2 728㎡

S37-44 R5,S1 29,133㎡

H9・ 12・ 19 

H6 B1 2㎡

H5 B 1 80㎡

S39-55 R2,S1  308㎡

H6 R6 2,901㎡

H24 W1 659㎡

3,532㎡
S61 R5

R2,S2  869㎡
S46,S55,H22 

H26 S2 301㎡

H27 R1-1 784㎡

R4･S4 1,438㎡

H19 R7

S60 R6 3,305㎡

S63 R1 126㎡

S63 R1 76㎡

S49 B1 22㎡

S47-H6

H24 S2 416㎡

S51 R1 180㎡

7,218㎡

R1 156㎡

S41 R2  829㎡

H12 R7-1

S39-47

H7-10 R7 5,729㎡

 S6  R3 2,378㎡

S51 R1 25㎡

2,037㎡

H14 R1 57㎡

S53 R6 3,945㎡

H14 S1 108㎡

H18 B1 80㎡

S4 2,000㎡

Ｓ55 R2 849㎡

Ｓ62 R 1 88㎡

S50 R2 460㎡

H15 R2 559㎡

S63 R4 772㎡

H21 B1 

H12

S55 R2 530㎡

H14 R1 67㎡

S3 R1 32㎡

S35 R1 201㎡

H17 R4-1 4,306㎡

3,716㎡

S52

7,485㎡

H8 R1 642㎡

 1,117㎡

S54 R4 3,651㎡

R2,R1 1,537㎡

36㎡

(248)

(265)

(243)

(219)

(251)

(001)

(202)

(215)

(218)

(197)

(211)

(052)

(214)

(228)

(175)

(2 49)

(173)

(235)

(190)

(013)

(014)

(061)

(165)

(176)

(256)

(181)

(060)

(156)

(201)

(261)

(199)

(154)

(204)

(049)

(057)

(152)

(055)

(245)

(166)

(222)

(220)

(151)

(047)

(252)

(182)

(227)

(239) (180)

(059)

(230)

(183)

(221)

(225)

(155)

(237)

(226)

(185)

(174)

(179)

(178)

(253)

(233)

(184)

(160)

(203)

(118)

(048)

(158)

(189)

(051)
(263)

(255)

(2 40)

(260)

(236)

(2 64)

(1 53)

(200)

(177)

(223)

(232)
(229)

(212)

(017)

(171)

(244)

(196)

(207)

(242)

(056)

(168)

(210)

(188)

(053)

(2 41)

(161)

(198)

(186)

(258)

(247)

(208)

(058)

(250)

(193)

(028)

(195)

(259)

(047)

(231)

(254)

(192)

(246)

保健ｾﾝﾀｰ( HACC豊中)

P(10)

P(10)

P(27)

P(17)
P(7)

P(51)

P(5)

P(27)

P(26)

P(54)

P(3）

P(13)

P(7)

P(17)

教育研究

(理学Ｊ棟)
交流棟

(266)

H28 R5 3,112㎡

RI廃棄物保管庫(267)

H30 B1 43㎡

多目的倉庫

研究棟

超強磁場
実験 準備工作施設

弓道場更衣室

刀根山寮Ａ棟

全学教育

R7－ 1

近的練習場

ﾃﾞｰﾀｽﾃｰｼｮﾝ

H21,H23

石橋宿舎（四）

刀根山寮Ｃ棟

S58 R4

2,4 28㎡

第1倉庫

放射性廃液保管庫

基礎工学G棟

バンデグラフ実験棟

豊中地区正門門衛所

理学F棟

茶室

総合棟Ⅱ

OSI PP棟

極限科学

基礎工学

超強磁場

言語文化B棟

文法経本館

基礎工学本館

サイバー

音楽練習室1

理学部本館（A・B・C・D棟）

保育園

更衣室

化学研究センター

理学G棟

　　　　　　　　　　　　　　研究棟

メディアセンター

文法経

総合図書館

豊中総合学館

刀根山寮管理棟

危険物薬品庫

文経中庭会議室

実験棟Ⅱ

基礎工学I棟

第二体育館

全学教育

まちかね

学生会館

危険薬品庫

全学教育

RI廃棄物保管庫

全学教育

大阪大学会館

待兼山会館

学生部倉庫

福利会館
7,298㎡

強磁場共同利用棟

ｻｲﾊﾞｰﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ

R5-1

卓球場

弓道場

理学 E棟

F棟電気室

基礎工学H棟

音楽練習室2
豊中教育実習棟

危険物薬品庫

管理・講義A棟

文日本学棟

レプトン核分光実験室

太陽エネルギー

(213)体育更衣室

生物材料調製所

基礎工学

豊中教育研究棟
学生交流棟

豊中

体育館

ごみ庫3

（A・B・C・D・E・ F棟）

登録文化財

複合極限

基礎工学N MR棟

保存建物

明道館

実験室

書庫棟

待兼山修学館

実験施設

理学ポンプ室

(257)カーポート

第二実験施設

廃棄物庫

博物館高機能収蔵庫

法経

(062)プラズマCVD研究棟

(167)

(262)

保存建物

自動書庫棟

文法経ごみ庫2

総合図書館
芸術研究棟

総合棟I

ｻｲﾊﾞｰﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ

中和装置室

用具格納庫

電気室

刀根山寮Ｂ棟

基礎工学J棟

研究棟

言語文化 A棟

大講義室

国際交流会館C棟

文理融合型

資料収蔵室

国際棟

低温センター

理学 H棟

講義B棟

国際交流会館AB棟

全学教育

総合図書館

理学部保管廃棄物庫

講義Ｃ棟

ポンプ室2

全学教育

RI総合センター分館

理学ボンベ庫

実験棟I

文法経ごみ庫1

C棟電気室

体育管理棟

外部 EV昇降路

文法経講義棟

健康体育研究棟

体育管理室

電気室

全学教育

ｶﾌｪﾃﾘｱらふぉれ

全学教育

ﾌﾟｰﾙ機械器具庫

低温センター液化室

登録文化財

構造熱科学研究センター

変電室

法経講義棟

電話交換室

)運動用具庫

特高受変電室

ボンベ庫

P(12)

特別管理産業廃棄物(廃油)
収集場所

基礎工学研究科　配置図



体育管理室
第二体育館

体育更衣室

総合棟Ⅱ

総合棟Ⅰ

実験棟Ⅱ

ピロティー

管理・講義Ａ棟 講義Ｂ棟 大講義室
実験棟Ⅰ

特別管理産業廃棄物（廃油）収集場所：危険薬品庫入口

全学教育推進機構

石橋方面

講義Ｃ棟

危険薬品庫

危険薬品庫入口



別紙 
 

委任状及び引受保証書 
［中間処理受注者→収集運搬受注者］ 

 
令和  年  月  日 

 
国立大学法人大阪大学  殿 

 
委任者（中間処理受注者） 

住 所 
会社名 
氏 名 ［印］ 

 
 

私は、貴学が定めた契約規則第７条及び第８条に該当していないこと及び製造請負契約基

準を熟知した上で、下記の者を代理人と定め、大阪大学豊中地区特別管理産業廃棄物（廃油）

搬出処理業務に係る下記事項に関する一切の権限を委任します。また、下記の者を通じて搬

入される特別管理産業廃棄物の中間処理について、貴学と契約を取り交わすことを保証いた

します。 
 
 

記 
 
 

受任者（見積書提出者） 住 所 
 会社名 
 氏 名 ［印］ 

 
委任事項 １．見積りに関する一切の件 
 ２．契約代金の請求及び受領に関する件  
 
委任期間 令和  年  月  日～令和  年  月  日 

 
 
  



別紙 
 

委任状及び引受保証書 
［収集運搬受注者→中間処理受注者］ 

 
令和  年  月  日 

 
国立大学法人大阪大学  殿 

 
委任者（収集運搬受注者） 

住 所 
会社名 
氏 名 ［印］ 

 
 

私は、貴学が定めた契約規則第７条及び第８条に該当していないこと及び製造請負契約基

準を熟知した上で、下記の者を代理人と定め、大阪大学豊中地区特別管理産業廃棄物（廃油）

搬出処理業務に係る下記事項に関する一切の権限を委任します。また、下記の者を通じて中

間処理される特別管理産業廃棄物の収集運搬について、貴学と契約を取り交わすことを保証

いたします。 
 
 

記 
 
 

受任者（見積書提出者） 住 所 
 会社名 
 氏 名 ［印］ 

 
委任事項 １．見積りに関する一切の件 
 ２．契約代金の請求及び受領に関する件  
 
委任期間 令和  年  月  日～令和  年  月  日 

  



別紙 
 

委任状及び引受保証書 
［収集運搬受注者→収集運搬受注者］ 

 
令和  年  月  日 

 
国立大学法人大阪大学  殿 

 
委任者（収集運搬受注者） 

住 所 
会社名 
氏 名 ［印］ 

 
 

私は、貴学が定めた契約規則第７条及び第８条に該当していないこと及び製造請負契約基

準を熟知した上で、下記の者を代理人と定め、大阪大学豊中地区特別管理産業廃棄物（廃油）

搬出処理業務に係る下記事項に関する一切の権限を委任します。また、下記の者を通じて搬

入される特別管理産業廃棄物の収集運搬について、貴学と契約を取り交わすことを保証いた

します。 
 
 

記 
 
 

受任者（見積書提出者） 住 所 
 会社名 
 氏 名 ［印］ 

 
委任事項 １．見積りに関する一切の件 
 ２．契約代金の請求及び受領に関する件  
 
委任期間 令和  年  月  日～令和  年  月  日 

 



［収集運搬処理用］ 

請 負 契 約 書（案） 

 

請負の表示 大阪大学豊中地区特別管理産業廃棄物（廃油）搬出処理業務 一式 

 

請負代金額 搬出処理料（容器代は含まない。） 

 １８Ｌ缶１缶当たりの単価 金     円也 

 （うち消費税額及び地方消費税額    円） 

 

上記の消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の

８２及び第７２条の８３の規定に基づき、請負代金額に１１０分の１０を乗じて得た額

である。 

 

発注者 国立大学法人大阪大学 理事 中谷 和彦 と受注者          

との間において、上記の請負業務（以下「業務」という。）について、上記の請負代金

額で次の条項によって請負契約を結ぶものとする。 

 

第１条 受注者は、別紙仕様書及び図面に基づいて「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」（以下「法」という。）並びに関係法令に従い、適正な業務を行うものとする。 

 

第２条 契約期間は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までとする。 

 

第３条 受注者は、国立大学法人大阪大学理学研究科（豊中市待兼山町１－１）、   

基礎工学研究科（豊中市待兼山町１－３）及び全学教育推進機構（豊中市待兼山町 

１－１６）の保管場所より特別管理産業廃棄物（廃油）を搬出するものとする。 

 

第４条 受注者は、本契約に基づく廃棄物等の運搬に当たっては、大阪府生活環境の保

全等に関する条例第４０条の１５に規定する車種規制適合車等の使用義務を遵守

すること。 

 

第５条 受注者が発注者から委託を受けた特別管理産業廃棄物（廃油）を処理する場所

及び処理方法は、別表のとおりとし、受注者は、専用運搬車で処理場へ搬入するも

のとし、中間処理後の廃棄物は受注者が責任をもって処分するものとする。 

 

第６条 受注者は、関係法令による許可業務の範囲の変更等、業務の適正処理に影響を

及ぼす事項について変更があった場合には、それらの事項を直ちに発注者に通知す

るものとする。 

 

第７条 特別管理産業廃棄物（廃油）の処理及び種類、その予定数量等は別紙仕様書の

とおりとする。 

 

第８条 １ 発注者は、産業廃棄物の適正な処理のために必要な情報を、あらかじめ受

注者に提供しなければならない。情報提供は、「廃棄物データシート」（環

境省の「廃棄物情報の提供に関するガイドライン（第２版）」（平成２５年

６月）を参照）の項目を参考に行うものとする。 



２ 発注者は、委託契約期間中、適正な処理及び事故防止並びに処理費用等の

観点から、委託する産業廃棄物の性状等の変更があった場合は、受注者に対

し速やかに書面をもってその変更の内容及び程度の情報を通知する。 

なお、受注者の業務及び処理方法に支障を生ずるおそれのある場合の、性状

等の変動幅は、製造工程又は産業廃棄物の発生工程の変更による性状の変更

や腐敗等の変化、混入物の発生等の場合であり、発注者は受注者と通知する

変動幅の範囲について、あらかじめ協議のうえ定めることとする。 

 

第９条  発注者及び受注者は、法第１２条の５第１項の規定により電子情報処理組織利  

用事業者が使用する電子情報処理組織を利用するものとする。 

 

第10条 受注者は、この契約に係る業務を第三者に委託し、又は請負わせてはならない｡

ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得て法令の定める再委託の基準に従う場

合は、この限りではない。 

 

第11条 請負代金は毎月支払うものとし、毎月の業務の完了確認後、当該月の翌々月末

までに支払うものとする。 

 

第12条 請負代金の請求書は、国立大学法人大阪大学財務部契約課役務係に送付すべき

ものとする。 

 

第13条 契約保証金は、免除する。 

 

第14条 受注者は、業務の実施に際し、発注者の建物及び付帯設備に破損又は損傷を与

えないよう、注意義務を怠ってはならない。 

 

第15条 受注者は、前条にもかかわらず破損又は損傷を与えた時は､賠償の責を負うも

のとする｡ 

 

第16条 受注者は､請負の実施に当たり第三者に損害を与えたときは、賠償の責を負う

ものとする。 

 

第17条 発注者及び受注者は、相手方がこの契約の各条項のいずれかに違反したときは、

この契約を解除することができるものとする。 

 

第18条 前条によりこの契約を解除することができる場合であっても、この契約に基づ

き発注者から引渡しを受けた廃棄物の処理・処分を受注者が完了していないときは、

当該廃棄物を発注者・受注者双方の責任で処理・処分した後でなければこの契約は

解除できないものとする。 

 

第19条 受注者は、この契約に関連して業務上知り得た相手方の機密を第三者に漏洩し

てはならない。 

 

第20条 受注者は、この業務を行う上で知り得た個人情報については、別紙「個人情報

取扱の特記事項」を遵守して取り扱うものとする。 

 



第21条 この契約についての必要な細目は、別冊の国立大学法人大阪大学が定めた製造

請負契約基準を準用するものとする。 

 

第22条 この契約について、発注者と受注者との間に紛争を生じたときは、発注者所在

地の所轄裁判所の裁決によりこれを解決するものとする。 

 

第23条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、発注者

と受注者とが協議して定めるものとする。 

 

 

上記契約の成立を証するため、発注者と受注者は、次に記名し、印を押すものとする。 

この契約書は、２通作成し、双方で各１通を所持するものとする。 

 

 

令和  年  月  日  

 

 

発注者 吹田市山田丘１番１号 

 国立大学法人大阪大学 

 理事 中谷 和彦 

 

 

受注者  

  

  

  



別表 

 

受注者の有する許可の範囲 

区 分 
特別管理産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 許 可 

特別管理産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 許 可 

許可都道府県・政令市   

許 可 番 号   

許 可 の 有 効 期 限   

事 業 の 範 囲   

許 可 の 条 件   

 

区 分 
特別管理産業廃棄物 

処 分 業 許 可 

許可都道府県・政令市  

許 可 番 号  

許 可 の 有 効 期 限  

事 業 の 範 囲  

許 可 の 条 件  

 

 

処分の場所、方法及び処理能力 

事 業 場 の 名 称  

所 在 地  

処 分 の 方 法  

施 設 の 処 理 能 力  

 

 

最終処分地 

事業場の名称 所在地 
処分

方法 
施設の処理能力 

    

    

    

 



［収集運搬用（１社の場合）］ 

請 負 契 約 書（案） 

 

請負の表示 大阪大学豊中地区特別管理産業廃棄物（廃油）搬出処理業務 一式 

 

請負代金額 搬出処理料（容器代は含まない。） 

 １８Ｌ缶１缶当たりの単価 金     円也 

 （うち消費税額及び地方消費税額    円） 

 

上記の消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の

８２及び第７２条の８３の規定に基づき、請負代金額に１１０分の１０を乗じて得た額

である。 

 

発注者 国立大学法人大阪大学 理事 中谷 和彦 と受注者          

との間において、上記の請負業務（以下「業務」という。）について、上記の請負代金

額で次の条項によって請負契約を結ぶものとする。 

 

第１条 受注者は、別紙仕様書及び図面に基づいて「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」（以下「法」という。）並びに関係法令に従い、適正な業務を行うものとする。 

 

第２条 契約期間は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までとする。 

 

第３条 受注者は、国立大学法人大阪大学理学研究科（豊中市待兼山町１－１）、   

基礎工学研究科（豊中市待兼山町１－３）及び全学教育推進機構（豊中市待兼山町 

１－１６）の保管場所より特別管理産業廃棄物（廃油）を搬出するものとする。 

 

第４条 受注者は、本契約に基づく廃棄物等の運搬に当たっては、大阪府生活環境の保

全等に関する条例第４０条の１５に規定する車種規制適合車等の使用義務を遵守

すること。 

 

第５条 受注者は、別表に記載の受注者の指定する中間処理業者（以下「処理業者」と

いう。）の処理地へ特別管理産業廃棄物（廃油）を専用運搬車により搬入するもの

とする。 

 

第６条 受注者は、関係法令による許可業務の範囲の変更等、業務の適正処理に影響を

及ぼす事項について変更があった場合には、それらの事項を直ちに発注者に通知す

るものとする。 

 

第７条 特別管理産業廃棄物（廃油）の処理及び種類、その予定数量等は別紙仕様書の

とおりとする。 

 

第８条 １ 発注者は、産業廃棄物の適正な処理のために必要な情報を、あらかじめ受

注者に提供しなければならない。情報提供は、「廃棄物データシート」（環

境省の「廃棄物情報の提供に関するガイドライン（第２版）」（平成２５年

６月）を参照）の項目を参考に行うものとする。 



２ 発注者は、委託契約期間中、適正な処理及び事故防止並びに処理費用等の

観点から、委託する産業廃棄物の性状等の変更があった場合は、受注者に対

し速やかに書面をもってその変更の内容及び程度の情報を通知する。 

なお、受注者の業務及び処理方法に支障を生ずるおそれのある場合の、性状

等の変動幅は、製造工程又は産業廃棄物の発生工程の変更による性状の変更

や腐敗等の変化、混入物の発生等の場合であり、発注者は受注者と通知する

変動幅の範囲について、あらかじめ協議のうえ定めることとする。 

 

第９条  発注者及び受注者は、法第１２条の５第１項の規定により電子情報処理組織利  

用事業者が使用する電子情報処理組織を利用するものとする。 

 

第10条 受注者は、この契約に係る業務を第三者に委託し、又は請負わせてはならない｡

ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得て法令の定める再委託の基準に従う場

合は、この限りではない。 

 

第11条 請負代金は毎月支払うものとし、毎月の業務の完了確認後、当該月の翌々月末 

までに支払うものとする。 

 

第12条 １ 請負代金は、当該月の受注者並びに処理業者の業務完了後、受注者が代表

して請求するものとする。 

２ 請負代金は、当該月の受注者並びに処理業者の業務完了後、処理業者が代

表して請求するものとする。 

 

第13条 請負代金の請求書は、国立大学法人大阪大学財務部契約課役務係に送付すべき

ものとする。 

 

第14条 発注者は、受注者と処理業者間の契約代金の受払いに関して一切責任を負わな

いものとする。 

 

第15条 契約保証金は、免除する。 

 

第16条 受注者は、業務の実施に際し、発注者の建物及び付帯設備に破損又は損傷を与

えないよう、注意義務を怠ってはならない。 

 

第17条 受注者は、前条にもかかわらず破損又は損傷を与えた時は､賠償の責を負うも

のとする｡ 

 

第18条 受注者は､請負の実施に当たり第三者に損害を与えたときは、賠償の責を負う

ものとする。 

 

第19条 発注者及び受注者は、相手方がこの契約の各条項のいずれかに違反したときは、

この契約を解除することができるものとする。 

 

第20条 前条によりこの契約を解除することができる場合であっても、この契約に基づ

き発注者から引渡しを受けた廃棄物の運搬を受注者が完了していないときは、当該

廃棄物を発注者・受注者双方の責任で運搬した後でなければこの契約は解除できな



いものとする。 

 

第21条 受注者は、この契約に関連して業務上知り得た相手方の機密を第三者に漏洩し

てはならない。 

 

第22条 受注者は、この業務を行う上で知り得た個人情報については、別紙「個人情報

取扱の特記事項」を遵守して取り扱うものとする。 

 

第23条 この契約についての必要な細目は、別冊の国立大学法人大阪大学が定めた製造

請負契約基準を準用するものとする。 

 

第24条 この契約について、発注者と受注者との間に紛争を生じたときは、発注者所在

地の所轄裁判所の裁決によりこれを解決するものとする。 

 

第25条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、発注者

と受注者とが協議して定めるものとする。 

 

 

上記契約の成立を証するため、発注者と受注者は、次に記名し、印を押すものとする。 

この契約書は、２通作成し、双方で各１通を所持するものとする。 

 

 

令和  年  月  日  

 

 

発注者 吹田市山田丘１番１号 

 国立大学法人大阪大学 

 理事 中谷 和彦 

 

 

受注者  

  

  

  



別表 

 

受注者の有する許可の範囲 

区 分 
特別管理産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 許 可 

特別管理産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 許 可 

許 可 都 道 府 県 ・ 政 令 市   

許 可 番 号   

許 可 の 有 効 期 限   

事 業 の 範 囲   

許 可 の 条 件   

 

受注者が指定する中間処理業者の有する許可の範囲 

氏 名  

住 所  

区 分 特別産業産業廃棄物処分業許可 

許 可 都 道 府 県 ・ 政 令 市  

許 可 番 号  

許 可 の 有 効 期 限  

事 業 の 区 分  

許 可 の 条 件  

事 業 場 の 名 称  

事 業 場 の 所 在 地 

（ 運 搬 の 最 終 目 的 地 ） 
 

 

 



［収集運搬用（複数社の場合）］ 

請 負 契 約 書（案） 

 

請負の表示 大阪大学豊中地区特別管理産業廃棄物（廃油）搬出処理業務 一式 

 

請負代金額 搬出処理料（容器代は含まない。） 

 １８Ｌ缶１缶当たりの単価 金     円也 

 （うち消費税額及び地方消費税額    円） 

 

上記の消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の

８２及び第７２条の８３の規定に基づき、請負代金額に１１０分の１０を乗じて得た額

である。 

 

発注者 国立大学法人大阪大学 理事 中谷 和彦（以下「甲」という。）と受注者 

（以下「乙」という。）及び受注者       （以下「丙」と

いう。）との間において、上記の請負業務（以下「業務」という。）について、上記の

請負代金額で次の条項によって請負契約を結ぶものとする。 

 

第１条 乙及び丙は、別紙仕様書及び図面に基づいて「廃棄物の処理及び清掃に関する

法律」（以下「法」という。）並びに関係法令に従い、適正な業務を行うものとす

る。 

 

第２条 契約期間は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までとする。 

 

第３条 乙は、国立大学法人大阪大学理学研究科（豊中市待兼山町１－１）、基礎工学

研究科（豊中市待兼山町１－３）及び全学教育推進機構（豊中市待兼山町１－１６）

の保管場所より特別管理産業廃棄物（廃油）を搬出するものとする。 

 

第４条 乙及び丙は、本契約に基づく廃棄物等の運搬に当たっては、大阪府生活環境の

保全等に関する条例第４０条の１５に規定する車種規制適合車等の使用義務を遵

守すること。 

 

第５条 乙及び丙は甲から委託された特別管理産業廃棄物（廃油）を別表に記載の収集・

運搬区間において、許可された車両で適正に収集・運搬する。 

また、丙は、別表に記載の乙の指定する中間処理業者（以下「処理業者」という。）

の処理地へ特別管理産業廃棄物（廃油）を専用運搬車により搬入するものとする。 

 

第６条 乙及び丙は、関係法令による許可業務の範囲の変更等、業務の適正処理に影響

を及ぼす事項について変更があった場合には、それらの事項を直ちに甲に通知する

ものとする。 

 

第７条 特別管理産業廃棄物（廃油）の処理及び種類、その予定数量等は別紙仕様書の

とおりとする。 

 

第８条 １ 甲は、産業廃棄物の適正な処理のために必要な情報を、あらかじめ乙及び



丙に提供しなければならない。情報提供は、「廃棄物データシート」（環境

省の「廃棄物情報の提供に関するガイドライン（第２版）」（平成２５年６

月）を参照）の項目を参考に行うものとする。 

２ 甲は、委託契約期間中、適正な処理及び事故防止並びに処理費用等の観点

から、委託する産業廃棄物の性状等の変更があった場合は、乙及び丙に対し

速やかに書面をもってその変更の内容及び程度の情報を通知する。 

なお、乙及び丙の業務及び処理方法に支障を生ずるおそれのある場合の、性

状等の変動幅は、製造工程又は産業廃棄物の発生工程の変更による性状の変

更や腐敗等の変化、混入物の発生等の場合であり、甲は乙及び丙と通知する

変動幅の範囲について、あらかじめ協議のうえ定めることとする。 

 

第９条  甲、乙及び丙は、法第１２条の５第１項の規定により電子情報処理組織利  

用事業者が使用する電子情報処理組織を利用するものとする。 

 

第10条 乙及び丙は、この契約に係る業務を第三者に委託し、又は請負わせてはならな

い｡ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得て法令の定める再委託の基準に従

う場合は、この限りではない。 

 

第11条 請負代金は毎月支払うものとし、毎月の業務の完了確認後、当該月の翌々月末

までに支払うものとする。 

 

第12条 １ 請負代金は、当該月の乙及び丙並びに処理業者の業務完了後、乙が代表し

て請求するものとする。 

２ 請負代金は、当該月の乙及び丙並びに処理業者の業務完了後、処理業者が

代表して請求するものとする。 

 

第13条 請負代金の請求書は、国立大学法人大阪大学財務部契約課役務係に送付すべき

ものとする。 

 

第14条 甲は、乙と丙と処理業者間の契約代金の受払いに関して一切責任を負わないも

のとする。 

 

第15条 契約保証金は、免除する。 

 

第16条 乙及び丙は、業務の実施に際し、発注者の建物及び付帯設備に破損又は損傷を

与えないよう、注意義務を怠ってはならない。 

 

第17条 乙及び丙は、前条にもかかわらず破損又は損傷を与えた時は､賠償の責を負う

ものとする｡ 

 

第18条 乙及び丙は､請負の実施に当たり第三者に損害を与えたときは、賠償の責を負

うものとする。 

 

第19条 甲、乙及び丙は、相手方がこの契約の各条項のいずれかに違反したときは、こ

の契約を解除することができるものとする。 

 



第20条 前条によりこの契約を解除することができる場合であっても、この契約に基づ

き甲から引渡しを受けた廃棄物の運搬を乙又は丙が完了していないときは、当該廃

棄物を甲、乙及び丙の責任で運搬した後でなければこの契約は解除できないものと

する。 

 

第21条 乙及び丙は、この契約に関連して業務上知り得た相手方の機密を第三者に漏洩

してはならない。 

 

第22条 乙及び丙は、この業務を行う上で知り得た個人情報については、別紙「個人情

報取扱の特記事項」を遵守して取り扱うものとする。 

 

第23条 この契約についての必要な細目は、別冊の国立大学法人大阪大学が定めた製造

請負契約基準を準用するものとする。 

 

第24条 この契約について、甲と乙と丙との間に紛争を生じたときは、発注者所在地の

所轄裁判所の裁決によりこれを解決するものとする。 

 

第25条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、甲と乙

と丙とが協議して定めるものとする。 

 

上記契約の成立を証するため、甲と乙と丙は、次に記名し、印を押すものとする。 

この契約書は、３通作成し、三者間で各１通を所持するものとする。 

 

令和  年  月  日  

 

 

発注者 吹田市山田丘１番１号 

 国立大学法人大阪大学 

 理事 中谷 和彦 

 

乙  

  

  

 

丙  

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

乙の有する許可の範囲 

区 分 
特別管理産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 許 可 

特別管理産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 許 可 

許 可 都 道 府 県 ・ 政 令 市   

許 可 番 号   

許 可 の 有 効 期 限   

事 業 の 範 囲   

許 可 の 条 件   

 

丙の有する許可の範囲（収集運搬業者が複数ある場合はすべての受注者について記載） 

区 分 
特別管理産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 許 可 

特別管理産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 許 可 

許 可 都 道 府 県 ・ 政 令 市   

許 可 番 号   

許 可 の 有 効 期 限   

事 業 の 範 囲   

許 可 の 条 件   

 

乙、丙の収集・運搬区間及び積替保管に関する事項 

甲の事業所から 

乙の積替保管施設まで 
乙 

乙の積替保管施設から 

処理業者の処理地まで 
丙 

積替保管施設に搬入でき

る産業廃棄物の種類 
 

積替保管施設の所在地  

積替保管施設の保管上限  

 

乙が指定する中間処理業者の有する許可の範囲 

氏 名  

住 所  

区 分 特別産業産業廃棄物処分業許可 

許 可 都 道 府 県 ・ 政 令 市  

許 可 番 号  

許 可 の 有 効 期 限  

事 業 の 区 分  

許 可 の 条 件  

事 業 場 の 名 称  

事 業 場 の 所 在 地 

（ 運 搬 の 最 終 目 的 地 ） 
 

 



［処理用］ 

請 負 契 約 書（案） 

 

請負の表示 大阪大学豊中地区特別管理産業廃棄物（廃油）搬出処理業務 一式 

 

請負代金額 搬出処理料（容器代は含まない。） 

 １８Ｌ缶１缶当たりの単価 金     円也 

 （うち消費税額及び地方消費税額    円） 

 

上記の消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の

８２及び第７２条の８３の規定に基づき、請負代金額に１１０分の１０を乗じて得た額

である。 

 

発注者 国立大学法人大阪大学 理事 中谷 和彦 と受注者          

との間において、上記の請負業務（以下「業務」という。）について、上記の請負代金

額で次の条項によって請負契約を結ぶものとする。 

 

第１条 受注者は、別紙仕様書及び図面に基づいて「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」（以下「法」という。）並びに関係法令に従い、適正な業務を行うものとする。 

 

第２条 契約期間は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までとする。 

 

第３条 受注者が発注者から委託を受けた特別管理産業廃棄物（廃油）を処理する場所

及び処理方法は、別表のとおりとし、中間処理後の廃棄物は受注者が責任をもって

処理するものとする。 

 

第４条 受注者へ搬入する特別管理産業廃棄物（廃油）の収集運搬は、別表に記載の受

注者が指定する収集運搬業者（以下「収集運搬業者」という。）が行うものとする。 

 

第５条 受注者は、関係法令による許可業務の範囲の変更等、業務の適正処理に影響を

及ぼす事項について変更があった場合には、それらの事項を直ちに発注者に通知す

るものとする。 

 

第６条 特別管理産業廃棄物（廃油）の処理及び種類、その予定数量等は別紙仕様書の

とおりとする。 

 

第７条 １ 発注者は、産業廃棄物の適正な処理のために必要な情報を、あらかじめ受

注者に提供しなければならない。情報提供は、「廃棄物データシート」（環

境省の「廃棄物情報の提供に関するガイドライン（第２版）」（平成２５年

６月）を参照）の項目を参考に行うものとする。 

２ 発注者は、委託契約期間中、適正な処理及び事故防止並びに処理費用等の

観点から、委託する産業廃棄物の性状等の変更があった場合は、受注者に対

し速やかに書面をもってその変更の内容及び程度の情報を通知する。 

なお、受注者の業務及び処理方法に支障を生ずるおそれのある場合の、性状

等の変動幅は、製造工程又は産業廃棄物の発生工程の変更による性状の変更



や腐敗等の変化、混入物の発生等の場合であり、発注者は受注者と通知する

変動幅の範囲について、あらかじめ協議のうえ定めることとする。 

 

第８条  発注者及び受注者は、法第１２条の５第１項の規定により電子情報処理組織  

利用事業者が使用する電子情報処理組織を利用するものとする。 

 

第９条 受注者は、この契約に係る業務を第三者に委託し、又は請負わせてはならない｡ 

ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得て法令の定める再委託の基準に従う場

合は、この限りではない。 

 

第10条 請負代金は毎月支払うものとし、毎月の業務の完了確認後、当該月の翌々月末

までに支払うものとする。 

 

第11条 １ 請負代金は、当該月の収集運搬業者並びに受注者の業務完了後、収集運搬

業者が代表して請求するものとする。 

２ 請負代金は、当該月の収集運搬業者並びに受注者の業務完了後、受注者が

代表して請求するものとする。 

 

第12条 請負代金の請求書は、国立大学法人大阪大学財務部契約課役務係に送付すべき

ものとする。 

 

第13条 発注者は、受注者と収集運搬業者間の契約代金の受払いに関して、一切責任を

負わないものする。 

 

第14条 契約保証金は、免除する。 

 

第15条 受注者は､請負の実施に当たり第三者に損害を与えたときは、賠償の責を負う

ものとする。 

 

第16条 発注者及び受注者は、相手方がこの契約の各条項のいずれかに違反したときは、

この契約を解除することができるものとする。 

 

第17条 前条によりこの契約を解除することができる場合であっても、この契約に基づ

き発注者から引渡しを受けた廃棄物の処理・処分を受注者が完了していないときは、

当該廃棄物を発注者・受注者双方の責任で処理・処分した後でなければこの契約は

解除できないものとする。 

 

第18条 受注者は、この契約に関連して業務上知り得た相手方の機密を第三者に漏洩し

てはならない。 

 

第19条 受注者は、この業務を行う上で知り得た個人情報については、別紙「個人情報

取扱の特記事項」を遵守して取り扱うものとする。 

 

第20条 この契約についての必要な細目は、別冊の国立大学法人大阪大学が定めた製造

請負契約基準を準用するものとする。 

 



第21条   この契約について、発注者と受注者との間に紛争を生じたときは、発注者所 

在地の所轄裁判所の裁決によりこれを解決するものとする。 

 

第22条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、発注者

と受注者とが協議して定めるものとする。 

 

 

上記契約の成立を証するため、発注者と受注者は、次に記名し、印を押すものとする。 

この契約書は、２通作成し、双方で各１通を所持するものとする。 

 

 

令和  年  月  日  

 

 

発注者 吹田市山田丘１番１号 

 国立大学法人大阪大学 

 理事 中谷 和彦 

 

 

受注者  

  

  

  



別表 

 

受注者の有する許可の範囲 

区 分 特別管理産業廃棄物処分業許可 

許可都道府県・政令市  

許 可 番 号  

許 可 の 有 効 期 限  

事 業 の 範 囲  

許 可 の 条 件  

 

処分の場所、方法及び処理能力 

事 業 場 の 名 称  

所 在 地  

処 分 の 方 法  

施 設 の 処 理 能 力  

 

最終処分地 

事業場の名称 所在地 
処分

方法 
施設の処理能力 

    

    

    

    

 

受注者が指定する収集運搬業者の有する許可の範囲 

名 称  

住 所  

区 分 特別管理産業廃棄物収集運搬業許可 

許可都道府県・政令市  

許 可 番 号  

許 可 の 有 効 期 限  

事 業 の 範 囲  

許 可 の 条 件  

 



  （各契約書共通） 

別 紙 

個人情報取扱の特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ この契約により、発注者から業務を請け負った者（以下「受注者」という。）は、この契約による業務

を行う上で、個人情報を取り扱う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害する

ことのないようにしなければならない。 

 

 （秘密保持） 

第２ 受注者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は本契約を履行する以

外の目的に使用してはならない。 

２ 受注者は、この契約による業務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても、この契約による業

務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は本契約を履行する以外の目的に使用してはならないこ

と、その他個人情報の保護に関して必要な事項を周知させなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

 （保管及び搬送） 

第３ 受注者は、この契約による業務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他の事故を防止す

るため、個人情報の厳重な保管及び搬送に努めなければならない。 

 

 （再委託の禁止） 

第４ 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務に係る個人情報の処理を自

ら行うものとし、第三者にその処理を委託してはならない。 

 

 （契約目的以外の利用等の禁止） 

第５ 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務に係る個人情報を当該業務

の処理以外の目的に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

 （複写及び複製の禁止） 

第６ 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務に係る個人情報を複写若し

くは複製してはならない。 

 

 （事故発生時の報告義務） 

第７ 受注者は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったときは、速や

かに発注者に報告し、その指示に従わねばならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同

様とする。 

 

 （個人情報の返還等） 

第８ 受注者は、この契約が終了し、又は解除されたときは、この契約による業務に係る個人情報を速やか

に発注者に返還し、又は漏えいを来さない方法で確実に処分しなければならない。 

 

 （適正な管理） 

第９ 受注者は、この契約による業務を学外で実施する場合には、個人情報の適正な管理のために必要な措

置を講じなければならない。この場合において、発注者の求めに応じ、責任者等の管理体制及び個人情報

の管理状況に係る検査に関する事項等についての書面を提出しなければならない。 

 

 （違反した場合の措置等） 

第10 発注者は、受注者がこの特記事項に違反していると認めたときは、契約の解除及び損害賠償の請求を

することができるものとする。 


